
市長が発表した2025年度予算案の重点 

① 国の補正予算等に呼応した令和６年度補正予

算と一体的に、令和７年度当初予算を編成し、

経済対策に基づく施策を早期に実施 

  基礎的な行政サービスの確保と充実の両立を

図るとともに、優先課題である「地域の医療体

制の確保」と「災害に強いまちづくり」に対応 

② 第７次総合計画に掲げる将来都市像「暮らし

やすく、希望あふれるまち上越」の実現に向

け、５つのまちの基本目標に基づき、各種の政

策・施策を推進 

③ 第７次行政改革推

進計画の取組と第３

次財政計画に基づく

計画的な行財政運営

を推進 

任
期
最
後
の
予
算
案 

 

中
川
市
長
は
18
日
、
議
会
向
け
に
２

０
２
５
年
度
予
算
案
の
説
明
会
を
行

い
、
総
額
約
１
０
２
５
億
円
に
の
ぼ
る

概
要
を
説
明
し
ま
し
た
。(

重
点
は
左

の
表
参
照) 

 

そ
れ
に
よ
る
と
、
新
年
度
は
重
点
配

分
項
目
と
し
て
、
医
療
体
制
の
整
備
や

防
災
の
取
組
、
子
育
て
や
学
び
の
支

援
、
産
業
基
盤
確
立
な
ど
を
あ
げ
て
い

ま
す
が
、
多
く
の
分
野
で
こ
れ
ま
で
の

取
組
の
継
続
だ
っ
た
り
国･
県
か
ら
の

要
請
に
応
え
る
事
業
だ
っ
た
り
と
、
市

民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
新
し
い
取
組
は

あ
ま
り
見
当
た
り
ま
せ
ん
。 

 

中
川
市
長
に
と
っ
て
は
、
任
期
最
後

の
予
算
案
で
す
。
有
終
の
美
を
飾
る
意

味
で
も
、
市
民
の
暮
ら
し
を
守
る
新
規

事
業
や
、
暮
ら
し
応
援
事
業
の
予
算
を

抜
本
的
に
増
や
す
こ
と
を
期
待
し
て
い

ま
し
た
が
、
残
念
な
こ
と
に
こ
れ
ま
で

の
枠
を
超
え
な
い
程
度
に
と
ど
ま
っ
て

い
る
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。 

セ
ン
タ
ー
病
院
の 

改
築
着
手
は
延
期 

 

こ
の
中
で
も
、
昨
年
末

に
突
如
発
表
し
た
セ
ン

タ
ー
病
院
の
改
築
着
手
延

期
方
針
は
、
予
算
面
で
も

強
行
す
る
構
え
で
、
多
く

の
市
民
か
ら
出
さ
れ
て
い

る｢

一
刻
も
早
い
改
築
着

手
を｣

の
声
は
反
映
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。 

 

セ
ン
タ
ー
病
院
の
機
能

拡
充
の
項
目
で
は
、
①
病

院
の
経
営
改
善
に
約
１
千
万
円
、
②
労

災
病
院
の
閉
院
に
伴
う
歯
科
口
腔
外
科

等
の
移
行
の
た
め
の
改
修
費
用
と
空
調

設
備
の
更
新
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境
の

強
化
等
に
約
５
億
７
千
万
円
と
な
っ
て

お
り
、
建
物
の
改
築
に
関
係
す
る
予
算

は
全
く
計
上
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。 

 

子
育
て
支
援
は
強
化 

 

高
校
生
の
通
学
で
は
、
バ
ス
や
鉄
道

の
運
賃
は
重
い
負
担
に
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
こ
と
を
背
景
に
、
長
年
保
護

者
な
ど
が
要
望
し
て
き
た
通
学
定
期
券

購
入
費
の
補
助
を
行
う
と
し
て
い
ま

す
。
そ
の
他
、
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の

利
用
改
善
な
ど
、
子
育
て
支
援
の
取
組

は
強
化
す
る
と
し
て
ま
す
。 

観
光
振
興
に
注
力 

 

合
併
か
ら
20
年
に
な
る
こ
と
や
観
桜

会
・
謙
信
公
祭
が
１
０
０
回
目
と
な
る

こ
と
な
ど
を
活
か
し
た
地
域
資
源
の
魅

力
を
発
信
す
る
取
組
に
は
大
き
な
力
を

入
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。 

 

妙
高
市
の
よ
う
な
観
光
都
市
で
は
、

観
光
振
興
は
多
く

の
市
民
に
関
係
す

る
事
業
で
す
が
、

当
市
の
場
合
は
ど

う
で
し
ょ
う
か
。

そ
れ
よ
り
も
、
国

保
税
や
介
護
保
険

料
の
引
き
下
げ
、

学
校
給
食
費
の
無

料
化
な
ど
、
先
に

や
る
べ
き
こ
と
が

あ
る
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。 

 「柏崎刈羽原発再稼働の是非を問う県民投票条例の制定」を

求める直接請求署名運動は、全県で15万筆を突破しました。  

 こうした中、にいがた自治体研究所は、成嶋隆・新大名誉教

授にご講演をお願いして、憲法の観点から直接請求運動と県民

投票・直接民主主義の意義について、お話しいただきます。ま

た、酒匂宏樹・新大工学部准教授より、新潟大学における直接

請求署名運動の経験についてもお話しいただく予定です。 

 党議員団の３人の議員もこの研究所の会員です。ぜひご参加

ください。入場無料。(お申し込みは議員団までどうぞ)  

2025年２月２４日（月・振替休日）13:30～14:45  

新潟駅隣接｢コープシティ花園ガレッソ｣４FホールＣ  

電話025-248-7511  

県民投票と直接民主主義の意義  

新潟大学名誉教授 成 嶋  隆 氏  

新潟大学における直接請求署名運動の経験  

新潟大学工学部准教授 酒匂 宏樹 氏  

 
 

Ｎｏ.８６２       ２０２５年２月２３日 
 

連 上野 公悦 ( ) 
絡 橋爪 法一 (吉川区代石) 
先 平良木哲也 (上中田(金谷区)) 

 https://jcpjoetsugiindan.webnode.jp/ 

 

市
が
発
表
し
た 

｢

当
初
予
算
案
の
概
要｣

 

市
の
Ｈ
Ｐ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
能 


